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 同 労働力需給制度部会 部会長  清 家 篤  殿 

 

全国労働組合総連合  

議長 大 黒 作 治 

 

公益委員案骨子（12月 20日付）に対する意見（案） 

派遣切りと雇用破壊の実態をふまえた改正を 
 

 12 月 18 日の労働力需給制度部会には「部会報告に向けての公益委員案骨子」（以下、「骨子案」

と言う。）が示され、これをもとに年内に労働政策審議会の報告がなされる予定とされている。 

 しかし、「骨子案」は 3党案からも大きく後退し、この間の派遣切りや雇用破壊の実態をかえりみ

ない内容であり、断じて容認できない。その問題点（大要）を指摘すれば、以下のとおりである。

労働政策審議会は、我々の指摘と自公政権を退場に追い込んだ国民の切実な願いを踏まえて、「骨子

案」を撤回し、抜本改正を断行すべきである。これを強く求める。 

 

 「骨子案」の問題点の第 1は、登録型派遣と製造業務派遣について「原則禁止」とはしているも

のの、それが不十分だということである。「骨子案」は、「常用雇用以外の労働者派遣を禁止する」

として登録型派遣を原則禁止し、製造業務派遣についても、禁止の例外として「常用雇用の労働者

派遣」を挙げている。しかし、そもそも「常用雇用」の定義が現行法上は不明確なのであり、厚生

労働省の「業務取扱要領」においても短期の派遣契約を繰り返して 1年を超えれば「常用」と見な

されることになっている。これでは不安定な短期契約が温存されるのであり、「常用雇用」とは文字

の通り、「期間の定めのない雇用」と定義することが必要である。さらに、この間の製造業等の派遣

切りでは、派遣契約の中途解約に伴う違法な解雇が横行しているという事実が明らかになったので

あり、製造業務派遣の禁止では、「常用」の定義を明確にするだけでは不十分である。 

 この 1年間の事態をみれば、究極の不安定雇用である登録型派遣と、期間制限違反など違法派遣

が横行し常用代替が明らかな製造業務派遣に関しては、明確に禁止すべきである。「原則禁止」とい

う言葉で、あれこれの例外を設けるべきではない。 

 

 第 2には、違法派遣の場合の直接雇用の「みなし」規定が不十分だということである。「骨子案」

は、「違法派遣の場合に、派遣先が派遣労働者に対して労働契約を申し込んだものとみなす旨の規定

を設ける」としているが、当該派遣労働者を就労させない派遣先に対しては「行政の勧告制度」に

止めている。これでは直接雇用の実現が保障されているとは言いがたい。よって、派遣労働者に直

接雇用の意思がある場合には、罰則を含めた行政の介入を明記して、派遣先との労働契約の成立を

担保する制度とすべきである。 

 同時に、「骨子案」では、その場合の契約期間が定められていない。直接契約後に短期日での解雇・

雇止めを許さないよう、直接雇用のみなしは、常用雇用（期間の定めのない雇用）であることも明



記すべきである。 

 

 第 3には、均等待遇に関して「均衡を考慮する」との規定に止めている点である。この間の事態

でも、労働者派遣が「安価でいつでも切れる労働力」として、常用雇用の代替として急速に拡大し、

貧困と格差、ワーキングプアを拡大してきた元凶であることは明らかである。常用雇用の「労働者

派遣は臨時・一時的な業務に限定し、常用雇用の代替にしてはならない」という原則を法に明記す

るとともに、派遣労働者の生活を保障するために、「均等待遇の義務づけ」とすべきである。 

 また、これに関連して、マージン率の情報公開については、「一人当たり」ではなく、「各自」と

すべきである。 

 

 第 4には、派遣先の責任が大きく抜け落ちている点である。派遣先の団交応諾義務を明記し、労

使交渉において問題を解決できるようにすべきである。また、「育児休業を理由とする不利益取り扱

い」や「性別を理由とする差別的取り扱い」の禁止などが明記される必要がある。 

 

 第 5 には、旧政府案（20 年法案）において厳しく批判された、「期間の定めのない雇用契約の派

遣労働者について、特定を目的とする行為」を可能としている点について、その見直しに触れてい

ない問題である。特定行為を解禁するということは、禁止されている労働者供給事業となんら変わ

らないのであって、労働者派遣の本旨をはずれ、職業安定法の基本に抵触すると言わざるを得ない。

よって、削除することを明記すべきである。 

 

 第 6 には、日雇派遣の原則禁止に関して、「20 年法案のとおり禁止の例外を設ける」としている

点である。これでは、政令によって、いくらでも例外を拡大することができることになってしまう。

日雇派遣を明確に禁止すべきである。 

 

 こうした多くの問題点を持つ「骨子案」となった背景としては、厚生労働大臣の「諮問」が指摘

した「我が国の雇用情勢は急激に悪化し、いわゆる派遣切りが多く発生し、社会問題化するなど、

派遣労働者をめぐる雇用環境に大きな変化が生じた」事態を踏まえた論議になっていないからであ

る。労働政策審議会において、中途切りや期間制限違反など違法が横行し、雇用破壊が急速に進行

したこの 1年余の実態を直視した真摯な論議がなされるよう求めるものである。 

 

以 上 

 







別 表   派 遣 法 改 正 要 求 ・ 比 較 表 
2009 年 10 月、全労連作成  

 
旧・政府（自民・公明）案 

170 臨時国会提出 閣法第 11 号 

３党（民主・社民・国民）案 

171 通常国会提出 衆第 40 号 
全労連の基本的な要求 

法律名及び目

的 

 ○ 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の就業条件整備等に関する法律」を改め、

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者保護等に関する法律」とし、この変更に伴

い、目的部分も変更 

○ 業法から派遣労働者保護法に改める。法律名・

目的などにも、その変更を反映 

○ 法律の目的に、労働者派遣は例外的限定的政策

立法であり、臨時・一時的な業務に限定し常用代

替は禁止することを明記 

日雇派遣・派遣

労働者の雇用

契約について

の規制 

○ 日雇派遣（契約期間が日々または 30 日以内）は

原則禁止し、例外はポジティブ・リスト化 

○ 雇用契約期間が2か月以下の労働者派遣を禁止

○ 2か月以下の雇用契約の場合、2か月に1日を加

えた雇用契約期間とみなす 

○ 日雇派遣・スポット派遣は禁止 

・ 派遣労働者の雇用契約は、常用雇用（期間の

定めのない雇用契約）を原則とする（当面、登録

型派遣は除く） 

登録型派遣へ

の規制、常用

化の促進、専

門業務の見直

し・限定など 

○ 登録型派遣労働者（1 年以上勤務している、期間

を定めて雇用する派遣労働者）について、希望に

応じ、以下のいずれかの常用雇用への転換推進

措置を派遣元事業主に対して努力義務化 

・ 期間の定めのない派遣労働者又は通常の労働

者として雇用 

・ 紹介予定派遣の対象とすることを通じて、派遣

先での直接雇用を推進 

・ 期間の定めのない労働者への転換促進のため

の教育訓練等の措置 

○ 期間を定めないで雇用される派遣労働者につい

ての特定目的行為の解禁 

○ 専門 26 業務に従事する労働者について、期間を

定めないで雇用される派遣労働者であることの通

知を受けている場合、3 年を超える期間継続して受

け入れていても、雇用契約申込み義務は発生しな

いこととする 

○ 26 専門業務以外は常用雇用のみとする ○ 登録型派遣は原則禁止 

・ 当面、賃金・労働条件が適正に担保され、安全

かつ真に高度な専門業務に限定（通訳など） 

・ 3 年の経過措置後は、登録型派遣を禁止 

○ 登録型以外の派遣労働者の雇用契約は、常用

雇用（期間の定めのない雇用契約）のみとする 

○ 労働者派遣は原則禁止し、ポジティブ・リストに戻

す 

・ 現行 26 専門業務は抜本的に見直し、賃金・労

働条件が適正に担保され、安全かつ高度な業務

に限定 

・ 「専門業務」は政令ではなく、法律本体に規定 

○ 同一業務につき、1年を超える労働者派遣を禁止 

・ 1年を超える場合は、派遣先企業への期間の定

めのない直接雇用を義務づけ（常用代替禁止） 

○ 整理解雇・雇止め等をおこなった場合は、その後

1 年間、新たな労働者派遣の受け入れを禁止 
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旧・政府（自民・公明）案 

170 臨時国会提出 閣法第 11 号 

３党（民主・社民・国民）案 

171 通常国会提出 衆第 40 号 
全労連の基本的な要求 

製造業派遣 
 ○ 政令で定める専門業務等（新たな専門職制度）を

除き製造業派遣を禁止 

○ 製造業への労働者派遣を禁止 

・ 「専門業務」等の例外は認めない 

専ら派遣・グル

ープ企業派遣 

○ グループ企業内の派遣については、派遣労働者

のすべての派遣就業に係る時間を 8 割以下に規制

○ 離職した労働者の元の企業への派遣の禁止（離

職後 1 年以内） 

○ 一つの派遣先（法人及びその子法人からなる法

人グループを含む）に対して提供する労働者派遣

の役務に係る量が、すべての労働者派遣の役務に

係る量の 8 割を超えることを禁止 

○ 一つの派遣先への派遣を 5 割未満に規制 

・ 一つの派遣先（法人及びその子法人からなる法

人グループを含む）に対して提供する労働者派遣

の役務に係る量が、すべての労働者派遣の役務

に係る量の 5 割を超えることを禁止 

○ 離職した労働者（離職後 1 年以内）の元の企業グ

ループへの派遣を禁止（脱法的行為への規制） 

派遣先責任の

強化 

○ 労災保険法の施行のため、行政庁が、派遣先の

事業場へ立入検査すること等ができることとする 

○ 以下の項目の義務づけ等により、派遣先責任を

強化 

・ 労働者派遣契約の順守 

・ 年次有給休暇の取得を理由とする不利益取扱

いの禁止 

・ 育児休業を理由とする不利益取り扱いの禁止 

・ 未払賃金に関する派遣先の連帯責任 

・ 社会保険料に関する派遣先の連帯責任 

・ 派遣労働者に対する安全衛生教育の義務づけ 

・ 定期健康診断等の代行 

・ 労災保険の保険給付の請求に係る便宜の供与

・ 性別を理由とする差別の禁止 

・ 派遣元事業主に対する個人情報提供の要求の

制限 

・ 派遣労働者所属労働組合と派遣先との団体交

渉応諾義務 

○ 就労条件の明示と厳格な順守。就労条件明示書

と異なる業務の強要に対する罰則強化 

○ 派遣労働者の所属労働組合と派遣先との団体交

渉の応諾義務の明記 

○ 労働者派遣の受け入れの可否、期間、労働条

件、期間満了後の雇用申し入れなどについて、派

遣先労働組合との事前協議・合意の必要性の明記 

○ 未払賃金に関する派遣先の連帯責任 

○ 交通費の全額支給の義務づけ 

○ 年次有給休暇の取得保障に対する共同責任 

○ 妊娠・出産・育児・介護休暇の保障措置に関する

共同責任、不利益取り扱いの禁止 

○ 派遣労働者に対する安全衛生教育の義務づけ、

労働災害に関する派遣元との連帯責任 

○ 定期健康診断の代行実施 

○ 労働保険・社会保険料の使用者負担分の派遣元

との共同負担。保険未加入の派遣労働者の受け入

れ禁止（受け入れた場合は、直接雇用と見なす） 

○ 派遣元事業主に対する個人情報提供の要求を制

限・禁止 
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旧・政府（自民・公明）案 

170 臨時国会提出 閣法第 11 号 

３党（民主・社民・国民）案 

171 通常国会提出 衆第 40 号 
全労連の基本的な要求 

均等待遇 
○ 同種の業務に係る一般の賃金水準等を考慮し賃

金決定することを努力義務化 

○ 労働者の就業形態にかかわらず、就業の実態に

応じ、均等な待遇を確保 

○ 派遣先の同種の労働者との均等待遇を義務づけ 

（雇用形態にかかわらず、均等待遇を義務づけ） 

紹介予定派遣と

特定目的行為 

  ○ 紹介予定派遣は禁止 

○ 事前面接など特定目的行為を厳格に禁止 

マージン率と情

報公開 

○ いわゆるマージンなどの情報公開を義務化 

○ 派遣労働者として雇用しようとする者に対する待

遇に関する事項等の説明を義務化 

○ 派遣元から派遣先に、派遣労働者が無期雇用か

否かの通知をすることを義務化 

○ いわゆるマージン率を含め事業運営の情報等に

ついてＨＰ等への公開を派遣元に義務づけ 

○ 派遣元から派遣労働者に対する通知義務事項の

拡大（派遣労働者の賃金、社会保険の適用に関するに関

する 等） 

○ 派遣元から派遣先に対する通知義務事項の拡大

（派遣労働者の賃金 等） 

○ 派遣労働者の受け入れにあたり、派遣先から派

遣先労働組合への通知義務（派遣労働者の賃金 等）

○ いわゆる派遣元のマージン率については、その

上限を規制 

○ 派遣先ごとのマージン率をはじめ、派遣元企業の

事業運営、財務状況等の公表の義務づけ 

○ 賃金・マージン率など、派遣労働者と派遣先労働

組合に対する通知義務事項の拡大 

違法派遣への

対処 

○ 以下に該当する違法行為を行った場合、派遣先

に対し、行政が労働契約を結ぶことを勧告する制度

の創設 

・ 禁止業務で派遣を受け入れた場合 

・ 無許可・無届の派遣元から派遣を受け入れた場

合 

・ 期間制限を超えて派遣を受け入れた場合 

・ いわゆる偽装請負の場合であって、一定の場合

○ 直接雇用みなし規定の創設 

 派遣先が以下に該当する違法行為を行った場

合、派遣労働者は、自己の雇用主とみなす旨を通

知できることとする 

・ 禁止業務で派遣を受け入れた場合 

・ 常時雇用する労働者でない者を派遣労働者

として受け入れた場合（26 専門業務は除く） 

・ 無許可・無届と知りながら派遣を受け入れた

場合 

・ 期間制限を超えて派遣を受け入れた場合 等

 通告があった場合、派遣労働者と派遣元の間の

雇用契約は、派遣先との雇用契約に移転したもの

とみなす 

 期間制限を超えて派遣を受け入れた場合、その

雇用契約を期間の定めのないものに変更すること

ができる 

○ 直接雇用みなし規定の創設 

・ 法律に基づかず違法派遣・偽装請負を受け入れ

た派遣先は、その派遣労働者を期間の定めのな

い労働者として直接雇用しなければならない。受

入企業は、受け入れた労働者が働き始めた時期

に遡って使用者責任を負う 

・ 受け入れ後の賃金・労働条件は、派遣元の同

種・類似の労働者と均等に待遇する 

○ 期間制限（1 年）を超えて労働者派遣を受け入れ

た場合も、事前通知の有無にかかわらず、また、1

年を超えて派遣と直接雇用や請負を繰り返した場

合も、その派遣労働者を期間の定めのない労働者

として直接雇用しなければならない 

○ 派遣元については、届出制から許可制に戻し、罰

則を強化するなど、規制を強化 
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旧・政府（自民・公明）案 

170 臨時国会提出 閣法第 11 号 

３党（民主・社民・国民）案 

171 通常国会提出 衆第 40 号 
全労連の基本的な要求 

罰則 

 ○ 違法な労働者派遣を行った法人に対する罰則の

強化 

・ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせ

る目的での労働者派遣について、20 万円以上 3 億

円以下の罰金 

・ 禁止業務派遣、無許可派遣について、1 億円以

下の罰金 

・ 無届での特定労働者派遣等について、3000 万

円以下の罰金 

○ 法律違反であることを知って労働者派遣を受けた

派遣先に対する罰則の導入 

○ 違法な労働者派遣を行った法人に対する罰則の

強化、企業名の公表 

○ 違法な労働者派遣を受け入れた企業に対しても

同様に措置 

欠格事由の追

加 

○ 許可を取り消された法人等の役員であった者で、

取消しの日から 5 年を経過しない者等を欠格事由

に追加 

 

  （旧・自公政権提出法案） 

○ 許可を取り消された法人等の役員であった者で、

取消しの日から 5 年を経過しない者等を欠格事由

に追加 

○ 貸金業との兼業を禁止 

施行日 

○ 2009 年 10 月 

（日雇派遣、グループ企業派遣に係るものは 2010

年 4 月） 

○ 公布の日から 6 か月以内 

（登録型派遣、製造業派遣に係るものは公布の日

から 3 年以内） 

○ 公布の日から 6 か月以内 

（登録型派遣については公布の日から 3 年後に全

面禁止） 

 

 

 


